
 

 

 

 

 

地方自治体向け積算システムの最近の取り組み 

 

      ～「施工パッケージ型積算方式」の実装など～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             積算システムセンター 

                          主任研究員 芦澤 潤一 

 



１． はじめに 

JACIC では設立当初より国土交通省及び地方公共団体等における公共工事の発注者支援として土

木工事積算システムの開発・運用に携わっている。 

「Web 版土木工事積算システム」は地方公共団体向けに JACIC が開発し、平成１８年度のリリー

スより県・政令市・市町村（共同利用を含む）の１２団体で採用され、積算基準の改訂や機能改善を

行いながら運用を継続している。 

新たな積算方式である「施工パッケージ型積算方式」については、国土交通省の試行開始を受けて

機能を実装し、平成２５年７月より運用を開始した。 

また、平成２４年度から２５年度に掛けて、東日本大震災の被災地における、復旧・復興に伴う対

策に対応したシステム改良を実施した。 

本論では、これら地方公共団体向けの「Web 版土木工事積算システム」における最近の取り組み

について報告する。 

 

２． 「施工パッケージ型積算方式」の実装 

２．１ これまでの取り組み 

 平成２４年２月の国土交通省における「施工パッケージ型積算方式」試行導入の発表後、当積算シ

ステムセンターでは、地方公共団体における円滑な普及を支援するため、いくつかの取り組みを行っ

てきた。まず、北海道ブロックから九州ブロックの１０会場において『都道府県・政令指定都市の積

算担当部署を対象とする説明会』を開催し「施工パッケージ単価の算出方法の補足説明」や「積算基

準書の改訂点や基準書の解釈」等について説明を行なった。また、ＪＡＣＩＣホームページに「施工

パッケージ型積算方式のイロハ」を作成し、「機労材構成比とは」といった基礎的な内容から「各種

補正方法の解説」や「施工パッケージ型積算基準書の見方」等について解説している。  

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 積算基準データの「施工パッケージ型積算方式」対応 

積算基準データは、国土交通省の積算基準類を積算システムで利用できるように電子データ化した

ものであり、現在はＸＭＬ形式により地方公共団体の３８機関に提供している。「施工パッケージ型

積算方式」の導入に伴い「データ仕様解説書」の改訂を行い、平成２５年１月に試行版を配布し、平

成２５年４月より実データの提供を開始した。もとよりＸＭＬ形式のデータ構造はデータ仕様の追加

や変更に柔軟な構造であり、今回の改訂についても積算システムにおける影響は比較的軽度であった

と思われる。新たに追加したＸＭＬの仕様は、施工パッケージの基準単価、機械・労務・材料の構成

比であり、積算システムはこれにより当該地区の補正計算が可能となる。 

今後は「施工パッケージ型積算方式」の工種拡大に従って随時対応を行っていく。 

 

 

「施工パッケージ型積算方式」の情報提供用ホームページ 

https://www.j-200.jacic.or.jp/top/ 



２．３ 積算システムの「施工パッケージ型積算方式」の対応 

前項の積算基準データの改訂を受けて、積算システムの改良を行ってきた。ＪＡＣＩＣの積算シス

テムユーザにおいては積算基準の改訂時期に合わせて平成２５年７月に沖縄県、８月に京都市、１０

月には秋田県、川崎市が運用を開始した。積算システムの改良においては従来のいわゆる「積み上げ

方式」のシステムで「施工パッケージ型積算方式」も混在して積算できる仕組みを可能としている。

そのため、利用者の負担を軽減するためどちらの方式で積算しても極力操作方法に違いがでないこと

を考慮して、画面等の設計を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 施工パッケージ型積算方式の工種体系表示画面 

 

（１）東京単価 

 施工パッケージ型積算方式では、標準単価を補正式で補正して当該地区の積算を算出する。その為

従来は当該地区の労務単価、材料単価、機械損料を用意すれば積算することができたが、そのほかに

それぞれの標準単価となる基準月の東京単価を用意する必要がある。 

 

 

図-2 施工パッケージ積算方式の補正式 

施工パッケージ型積算システムに対応

している細別は「P」と表記される。 

 



（２）補正式の計算過程 

従来の積み上げの積算方式では、単位当たりの施工単価を計算した際に、根拠となる下位の単価表

が構成される。下位単価表の構成要素（労務・機械・材料）に、標準歩掛と単価を乗じることで、計

算結果が導ける。一方、施工パッケージの施工単価は積算システムのプログラム内部で補正計算が行

われ、結果のみが表示される。そのため、補正計算の過程を表計算ソフトに出力し計算の根拠が確認

できる機能を実装している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 施工パッケージ積算方式の計算イメージ 

 

 

 

 

補正計算の過程は積

算システムのプログラ

ム内部で計算される。 

補正計算した後の施工パッケージ単価

が表示される。 

表計算へ 

補正計算に使用した材料単価や構成比

を表示している。 



３． 復旧復興事業の円滑な施工の確保 

東日本大震災被災地の復旧・復興事業においては、技術者・技能者の不足、労務単価の上昇、入札

不調案件の増加により、事業の円滑な施工の確保が課題となっていた。これに対応するため、国、地

方公共団体、関係業界団体により「復旧・復興事業の施工確保に関する連絡協議会」を設立しその対

策を講じてきた。ひとつは技術者や労働者の確保のための復興ＪＶ制度の創設や主任技術者、現場代

理人の兼務の制度である。さらに予定価格の適切な算定を行うために、実勢価格を反映した労務単価

の設定、急激な物価変動に伴う請負代金額の変更、発注ロットの拡大を踏まえた間接工事費の算出な

どの積算手法を設定した。次項にそのうちの主な項目について積算システムの操作画面等により説明

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）労務単価の月内更新の対応 

労働者不足に伴う労務費の高騰に対応するため、月単位での改訂であった労務単価が、月の途中で

も改訂されることになった。これに対応するため、月 2回まで労務単価の更新を可能とした。 

例えば、2 世代目の適用日が 2012 年 6 月 21 日だった場合、6 月 1 日～20 日の設計書は 1 世代目、

6月 21～30日の設計書は 2世代目の労務単価を使用できるようにした。 

適用年労務単価改訂例 

2012年 5月改訂 1世代目 2012年 5月 1日適用 

2012年 6月改訂 1世代目 2012年 6月 1日適用 

2012年 6月 2回目改訂 2世代目 2012年 6月 21日適用 

2012年 7月改訂 1世代目 2012年 7月 1日適用 

 

単価使用年月 

2012年 5月 1～31日 「2世代目」をチェックしない 

2012年 6月 1～20日 「2世代目」をチェックしない 

2012年 6月 21～30日 「2世代目」をチェックする 

2012年 7月 1～31日 「2世代目」をチェックしない 

図-4 労務単価 2世代目適用パターン 

 



（２）工事請負契約書 第 25条第 6項(インフレスライド条項)の対応 

予期することのできない特別の事情により、工期内において急激なインフレ－ション又はデフレー

ションが生じ、請負代金額が著しく不適当となったとき、発注者又は請負者は、請負代金額の変更を

請求することができる。 

従来の工事請負契約書 第 25条 1項の減額スライド機能に加えて工事請負契約書 第 25条 6項（イ

ンフレスライド条項）に対応するとともに、本附帯工事、複数回(5回)スライドにも対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 インフレスライドの概要(工事請負契約書 第 25条第 6項) 

 

 

 減額の場合と増額の場合のスライド額の計算の違いは以下のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 減額の場合と増額の場合のスライド額の計算式 

 

〔２５条１項〕 減額の場合 

   Ｓ＝［Ｐ２－Ｐ１－（Ｐ１×１５／１０００）］ ×請負比率 

〔２５条６項〕 増額の場合 

   Ｓ＝［Ｐ２×請負比率－Ｐ１×請負比率－（Ｐ１×請負比率×１／１００）］ 

 

 Ｓ：スライド額 

 Ｐ１：変動前残工事額 

 Ｐ２：変動後残工事額 

 

 

【出典】震災後の設計・積算関連について 

(宮城県土木部事業管理課 平成 25年 7月) 



（３）労働者確保に要する追加費用の対応(間接工事費率補正) 

労働者不足を解消するため、現地(被災地)の労働者だけではなく、被災地以外からの労働者を確保

した場合に要した追加費用「現場労働者に係る宿泊費・労働者の輸送に要する費用・募集及び解散に

要する費用」に対する運用が出来るようになった。これに対応するため、土木工事標準積算基準によ

り各工種区分に従って対象額ごとに求めた共通仮設費率(率分)、及び現場管理費率に、それぞれ下記

補正係数を乗じることが出来るようにした。 

1) 共通仮設率(率分) ：1.056(但し漁港工事、港湾工事は 1.035) 

2) 現場管理費 ：1.005(但し漁港工事、港湾工事は 1.004) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 労働者確保に要する追加費用の補正画面 

（４）労働者確保に要する間接費の設計変更の対応 

復旧・復興事業が本格化するに伴い、労働者が不足し、被災地以外からの労働者確保が更に必要に

なる場合が想定されることから、契約締結後、労働者確保に要する方策に変更があった場合に必要と

なる費用について設計変更できるようになった。これに対応するため、共通仮設費、現場管理費に対

する「実績変更対象費（積上げ）」の入力を可能とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 労働者確保に要する追加費用の設計変更画 

 

 

 



（５）施工箇所が点在する工事の間接工事費の積算の対応 

小規模工事の不調率が高いことから、従来の本附帯工事の機能に対して、適用されなかった、施工

箇所が点在する(工事と工事の施工個所が 100m 以上離れている)規模の小さな工事を一つの本附帯工

事に適用する積算方法を可能とした。 

尚、施工箇所が点在する工事については，建設機械を複数箇所に運搬する費用や複数箇所の交通規

制等がそれぞれの箇所で発生するなど、積算額と実際にかかる費用に乖離が考えられるため、点在す

る工事箇所間の距離が 100ｍを超える工事については，工事箇所ごとに共通仮設費，現場管理費を算

出し、一般管理費は、従来通り本附帯合算の率分で算出し、本附帯別に按分することにした。 

 

間接費 本附帯合算 本附帯個別 

共通仮設費（率分） 本附帯合算の対象額り

率分を算出 

本附帯個別の対象額より本附帯算

の率分を按分 イメージアップ経費（率分） 

現場管理費 

一般管理費等 

図-9 施工箇所が点在しない工事の積算方法を適用した場合の間接費算出方法 

 

間接費 本附帯合算 本附帯個別 

共通仮設費（率分） 本附帯個別の合計 本附帯個別の対象額より率分を算出 

イメージアップ経費（率分） 

現場管理費 

一般管理費等 本附帯合算の対象額り

率分を算出 

本附帯個別の対象額より本附帯合

算の率分を按分 

図-10 施工箇所が点在する工事の積算方法を適用した場合の間接費算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 従来の本附帯工事の機能に対して、施工箇所が点在する工事の積算方法の適用を可能とした。 

② 共通仮設費（率分）、イメージアップ経費（率分）、現場管理費、工場管理費は本附帯個別計算す

る。そのため、間接費率補正の設定、主たる工種の設定、イメージアップ経費（率分）の計上す

る、しないは本附帯個別に設定する必要がある。 

③ 一般管理費は、従来通り本附帯合算の率分で算出し、本附帯別に按分する。 

④ 施工箇所が点在する工事の積算方法を適用した場合において、一般管理費等の処分費  

３％、３０００万円超過額は、本附帯合算共通仮設費対象額より算出した額を採用する。 

 

 



４． 仙台市に発注工事における入札不調等の状況 

下図は仙台市調べによる平成２５年８月末時点の仙台市発注工事（随意契約を除く）における入

札不調・不落件数を表したものである。棒グラフで表した件数は、不調・不落が発生した件数であ

り、不調・不落の発生率を表している折れ線グラフをみると平成２４年度が３０％台で推移してい

たものが、平成２５年度はほぼ１０％台で推移している。このことからも前述した円滑な施工確保

のための対策が一定の効果をあげていることが伺える。 

但し８月度は、通常事業の土木工事を中心といた入札不調が若干発生している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 仙台市の不調・不落発生状況 

 

 

５． おわりに 

以上、地方自治体向け積算システムの最近の取り組みとして、「施工パッケージ型積算方式」への

移行、震災復興対策への対応などについて、これまでの対応状況を報告した。 

現在、施工パッケージ型積算方式については、先行する 63 の歩掛に対応しているが、今後対応歩

掛が広がり導入する地方自他体も増加していくため、引き続き「施工パッケージ型積算方式」に関連

する情報提供と導入支援を継続して行っていく。 

また、今後も消費税率改訂対応や積算基準の改訂等にも迅速に対応し、利用者の声を反映しながら

使い勝手のよい積算システム、精度の高い積算基準データの提供を通じて、積算業務を行う地方公共

団体を引き続き支援していく所存である。 
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【出典】仙台市発注工事における入札不調等の状況 

(仙台市都市整備局技術管理室平成 25年 10月) 



A cost estimation system of the construction package model for local governments 

Junichi Ashizawa, Chief Researcher, Cost Estimation System Center 

 

JAIC has developed and maintained “a cost estimation system” which computes the threshold price for the 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism (MLIT) and the local governments to support the 

order the public works, since establishment, and we developed “a cost estimation system of the Web-service 

model” for the local governments. 

 We released it in 2006, and 12 agencies (prefectures, ordinance-designated cities, cities, towns and 

villages) had been used them, for the amendments of workbook of the standard. 

We referred the public specifications of MLIT about the new method “the construction packages”, and 

mounted the functions of it, and started the operation of this system from July. 2013.  

And we improved this system for the measure accompanying restoration and revival for the Great East 

Japan Earthquake, from 2012 to2013. 

In this paper, I present the latest measures for “a Web-service type cost estimation system” for local 

governments. 

 

 


